
Tax update

最近、「海外子会社から有能な人材を受け入れるが
どうしたらよいか」「すでに外国人材を受け入れてい
るが、正しい処理ができているか不安である」といっ
たご相談が増えています。そこで本稿では2回に分け
て、日本企業における海外子会社等からの人材受け入
れに際して留意すべき点を説明します。

1. 海外からの人材受け入れに慣れていない
グローバル展開している外資系企業の場合、海外か
らの赴任者の受け入れから帰任までの手続きに慣れて
います。そのため、手続きに関するマニュアルはもち
ろん、担当者自身も経験豊富であることが多いのでス
ムーズです。
一方、日本企業の場合、海外から日本への赴任者の
受け入れは、まだまだ非常に少ない状況です。そのた
め、赴任者が発生する都度、「このやり方で問題ない
のか」「手続きに漏れがないか、税務面、社会保険面、
法律面など、本当に正しい手続きが行えているのか」
と不安を抱えているケースも見られます。

2. 税務等についても自前で対応するなど外部リソース
の活用に慣れていない
外資系企業の場合、本社主導で世界中に拠点のある

グローバル展開をしている単一の会計事務所と契約し
ているケースが多くみられます。この方式だと担当者
の手を煩わせることが少なく、会計事務所に全面的に
任せることが可能です。
一方、日本企業の場合、各拠点任せになっているケー
スがまだ多いようです。この状況だと会計事務所間の
情報連携ができないため、本社人事担当者の手間にな
ります。

3. 統一的な異動ポリシー（Global Mobility Policy）
が存在しない、存在しても機能していない
外資系企業の場合、世界共通の海外赴任時の異動ポ
リシーが存在し、それに基づいた運用がされています。
日本企業では、出向先である日本側に受け入れ経験
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• 日本企業：経験が少なく全体的に不慣れ、手続き
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②税務等の赴任元との統一感ある対応
• 外資系企業：本社が世界中に拠点のある会計事務
所とグローバル契約

• 日本企業：それぞれの拠点任せ、連携が必要な場
合は本社が介入する必要がある

③有効に機能している統一的な異動ポリシーの存在
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が少ないだけでなく、出向元である海外現地法人に
とっても社員を赴任させた経験がほとんどないことが
多いようです。
そのため、出向元においても海外赴任に関する異動
ポリシーは存在しません。または本社主導で異動ポリ
シーを作成してはいるものの、実務運用に耐えられる
内容になっていないケースもしばしばみられます。

1. 日本本社の意向で日本に赴任させているケースも多
く、条件交渉が必要
海外から日本に赴任させる場合、赴任元の意向より
も、「これからはグローバル化の時代なので、海外の
有能な人材に日本で勤務をしてもらうことで、育成に
つなげたい」「日本人が海外に赴任するより、現地法
人社員を日本にて教育した方がトータルコストが少な
くて済む」というように、出向先である日本本社の意
向で、日本に赴任させる場合も多いようです。そのた
め、赴任候補者からの条件交渉に応じる必要が出てく
ることがあります。中には「親も連れていきたい」な
ど、通常では日本での滞在資格が得られない人の帯同
や、詳細な一時帰国の条件など、難しい条件を提示さ
れることもあります。

2. 日本から海外に赴任するよりも、赴任元での税務の
取り扱いが複雑なケースがある
日本から海外への赴任の場合、1年以上の予定で日

本を出国する場合は、その時点から非居住者です。非
居住者も国内源泉所得は課税されますが、日本の所得
税における国内源泉所得の定義は「日本国内での勤務
の対価」であるため、日本での勤務を行わない限りは、
役員報酬等一部を除いては日本から支払われる報酬等
が日本で課税されることはありません。
一方で、日本に赴任している間は赴任元国での「非
居住者」であっても、その国の国内源泉所得の定義の
仕方が日本と異なっていることがあります。働いてい
る場所にかかわらず、赴任元国から払っている以上は
その国の「国内源泉所得」扱いとなり、その国でも課
税される場合があるなどさまざまです。海外から日本
への赴任者の取扱いは、日本から海外へ赴任させる場
合の逆とは限らず、赴任元国ごとに確認が必要です。
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3. トラブルが発生すると、訴訟などに発展するリスク
がある
日本から海外に赴任させる場合、本社や受け入れ元
の現地法人と赴任者との間で、トラブルが生じること
はほとんどありません。いずれは帰任し勤務を続ける
ことを前提としているため、よほどのことがない限り
は赴任者側も我慢するケースが多くなっています。
一方、海外から日本に赴任させる場合、前述の1.お

よび2.からも分かる通り、理解不足、説明不足などか
らトラブルが生じやすくなっています。

次号では後編として「海外からの人材受け入れ時に
知っておきたいこと」「具体的な留意点」について紹
介します。

Ⅲ　日本企業における外国からの赴任者と、
　　日本から海外への赴任者の違い

①赴任に関する条件交渉
• 日本から赴任させる場合：基本的に会社の定めた
処遇に従い赴任

• 海外から日本に赴任してもらう場合：本人意向に
ついて最大限に配慮が必要

②赴任元における税務の取扱い
• 日本から赴任させる場合：海外赴任中、日本で所
得税が発生することは限定的

• 海外から日本に赴任してもらう場合：赴任元国で
も課税が継続する可能性

③トラブルが発生時のリスク
• 日本から赴任させる場合：本社や赴任先、赴任者
との間でトラブルはほとんどない

• 海外から日本に赴任させる場合：説明不足、理解
不足によりトラブルになることも

Ⅳ　おわりに

＜日本本社から海外への赴任者と海外から日本への赴
任者についての対応の違い＞
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